
1 第342号

2 清水山の森樹林地保全作業(単価契約)

3 110：道路・公園管理

4 概      要

5 履行期間

6 履行場所 稲荷山公園(清水山の森)

7  履行の全部または主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。

 ※詳細は東京電子自治体共同運営サービス「お知らせ情報」に掲載。

8  (1)東京電子自治体共同運営サービスを通じて練馬区に対象業種の登録をしている者。

 (2)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4に該当していない者。

 (3) 経営不振の状態（会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項に基づき更生手続開始の申立てをした

とき。民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第1項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき。手形または

小切手が不渡りになったとき等。）にないこと。　ただし、区が経営不振の状況を脱したと認める場合は除く。

 (4)練馬区競争入札参加有資格者指名停止基準(昭和61年4月1日練総経発第394号）)による指名停止期間中

でない者。契約締結までの間に指名停止措置を受けた場合は、入札参加資格を取り消し、その者の入札を無

効とする。

 (5)練馬区契約における暴力団等排除措置要綱（平成22年8月2日22練総経第335号）による入札参加除外措

置期間中でない者。契約締結までの間に入札参加除外措置を受けた場合は、入札参加資格を取り消し、その者

の入札を無効とする。

 (6) 東京電子自治体共同運営「競争入札参加資格申請の手引き」の規定による関係会社は、同一の入札に参

加することはできない。（該当する者が入札した場合は、該当する全ての者の入札を無効とする。）

 (7) 協同組合での申込みがあった場合、その構成員の申込みは無効とする。

 (8) 入札参加有資格者が入札までにその資格を失ったときは、入札に参加できない。

9 【練馬区内・区外共通】(1)・(2)の条件をすべて満たす者。

10 (1)期間 令和8年10月23日午前9時00分から令和8年10月29日午後5時00分まで

(2)方法

11

12 発注図書の配付 公告期間終了後､電子調達サービスから配付する｡

発注図書・データは、他に流出、漏洩、転用することを禁じる。

13 質問・回答の方法 電子調達サービス（電子入札サービス）による。

質問期限 令和8年11月11日　　午後1時00分まで

回答期限 令和8年11月13日　　午後1時00分予定

14 入札方法 電子調達サービス（電子入札サービス）による。

15 入札金額

16 最低制限価格 設定する。（予定価格の10分の7.5以上）　※最低制限価格未満での入札は失格とする。

17 入札期間 令和8年11月6日から令和8年11月18日　　午前10時00分まで

18 開札日時 令和8年11月18日　　午前10時00分

19 再度入札回数 １回　（令和8年11月18日　　午前11時00分予定）

20 最低入札参加者数 １者

21 落札者への通知 落札者には電子調達サービス（電子入札サービス）を通じて、開札日以降に通知する。

22 入札保証金 免除

23 契約保証金 免除

24 前払い金 なし

25 その他  (1)入札参加資格のない者の入札、競争入札に関する条件に違反した者の入札は無効とする。

 (2)入札において、事故が起きたときや不正な行為があると認めたときは、入札を中止し、または延期する場合があ

る。その場合は、別途適宜の方法を用いて行う。

 (3) 入札参加資格確認申請書の入力事項の誤り、必須項目の入力漏れなど、記載事項に不備がある場合は、無

効とする。データ送信の前に、必ず、入力内容の確認をすること。

(4) 入札参加資格がないと通知を受けた者は、当該通知を受理した日の翌日から起算して14日以内に区に説明

を求め、その説明に不服がある場合、苦情申立てを行うことができる。

26 問合せ先 練馬区総務部経理用地課契約係 （03）5984-2832

参加資格の通知

入札参加条件

履行条件

（一括再委託の禁止）

入札参加資格

(練馬区制限付き一般競争入札公告）

入札参加申請

を満たすこと）

件      名

対象業種

公告番号

（すべての条件

公告期間

入札書に記載する金額は「単価の合計額」（消費税相当額を除く）とする。

（担当） 大古

高木手入れ（吊切り）発生材場内処理　他36工種

令和8年10月23日午前9時00分から令和8年10月29日午後5時00分まで

契約確定日の翌日から令和９年３月31日まで

電子調達サービス（電子入札サービス）による。
※入札参加申請時に以下の書類を添付すること。
　 ・配置予定業務責任者が一般財団法人日本緑化センターが定める「自然再生士」の資格　を
有することが分かる書類

⑵ 一般財団法人日本緑化センターが定める「自然再生士」の資格を有する者を、業務責任者として選任するこ
と。

(1)対象業種の共同運営格付がＡ、Ｂ、Ｃいずれかの等級であること。（参加申請時点）

入札参加資格の審査結果は令和8年11月5日までに適否を通知する。


